
第4章　策定手続き等
( 審議会への諮問 )
第10条　市長は、次の各号に掲げるときは、あらかじめ、第 14 条に規定する亀山市総合計画審議会

に諮問するものとする。
　(1)　基本構想又は基本計画を策定しようとするとき。
　(2)　基本構想又は基本計画を変更し、又は廃止しようとする場合において特に必要があると認める

とき。
( 議会の議決 )
第11条　市長は、基本構想を策定し、変更し、又は廃止しようとするときは、議会の議決を経なけ

ればならない。ただし、軽微な変更については、この限りではない。
( 総合計画の公表 )
第12条　市長は、総合計画を策定し、変更し、又は廃止したときは、速やかにこれを公表するもの

とする。
( 策定後の措置 )
第13条　市長は、総合計画を計画的に実施するために必要な措置を講ずるものとする。
2　市長は、総合計画の実施状況について公表するものとする。

第5章　総合計画審議会
( 設置 )
第14条　第 10 条の規定による諮問に応じ調査審議するため、亀山市総合計画審議会 ( 以下「審議会」

という。) を置く。
( 組織 )
第15条　審議会は、委員 15 人以内で組織する。
2　委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。
　(1)　公共的団体等の代表者
　(2)　知識経験を有する者
　(3)　公募により選出された者
　(4)　その他市長が必要と認める者
3　委員の任期は、その者の調査審議に係る亀山市総合計画の決定の日までとする。

第6章　雑則
( 委任 )
第16条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則
( 施行期日 )
1　この条例は、公布の日から施行する。
( 亀山市総合計画審議会条例の廃止 )
2　亀山市総合計画審議会条例 ( 平成 17 年亀山市条例第 17 号 ) は、廃止する。
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成果指標 設定の趣旨 現状値 目標値 目標値の設定根拠 出典

用途指定地域内の
宅地面積
（ｈａ）

土地利用が効率的に行われている
状況を把握するため設定する。 674.9 平成27年

度末現在
６８２．０ 平成33年

度末現在

近年の土地利用状況を踏まえ、適切
な誘導等を行うことにより、用途指
定地域内の宅地面積を毎年１．２ｈａ
増加させることを目指す。

都市計画
室調べ

市街地再開発事業
等が行われた件数
（件）

市街地の再開発が行われ活性化し
ている状況を把握するため設定す
る。

― ― ２ 平成33年
度末現在

ＪＲ亀山駅前再開発を進めることに
より、２件の市街地再開発事業が行
われることを目指す。

都市計画
室調べ

公園等環境美化ボラ
ンティア活動団体数
（団体）

市民が安全で快適な都市空間を確
保する取り組み状況を把握するた
め設定する。

１９
平成28年
9月末日

現在
２４ 平成33年

度末現在

積極的な啓発等を行い、毎年１団体
の増加を目指す。

都市計画
室調べ

あんしん賃貸住宅、
高齢者向け賃貸住
宅等の登録戸数
（戸）

住宅セーフティネットが確保されて
いる状況を把握するため設定する。 ４

平成28年
9月末日

現在
３０ 平成33年

度末現在

関係機関と連携した取り組みを行う
ことにより、高齢者や障がい者に配
慮された賃貸住宅の年間５件程度
の増加を目指す。

営繕住宅
室調べ

条例に基づく空き家
の管理指導に対する
是正割合
（％）

空き家が適正に管理され、住環境が
良好に保たれている状況を把握す
るため設定する。

― ― １００ 平成33年
度末現在

亀山市空家等対策の推進に関する
条例に基づく適正指導により、生活
環境に悪影響を及ぼす全ての空家
等が是正されることを目指す。

営繕住宅
室調べ

空き家情報バンクの
契約成立件数（累計）
（件）

空き家を活用した定住状況を把握
するため設定する。 ８

平成28年
9月末日

現在
３０ 平成33年

度末現在

空き家情報バンクの積極的な運用
により、年間４件程度の契約成立を
目指す。

営繕住宅
室調べ

上水道の有収率
（北中勢水道を除く）
（％）

安定した水道事業が進められてい
る状況を把握するため設定する。 ８９.２ 平成27年度 ９２.６ 平成33年度

５年間で約３ポイント増加させるこ
とを目指す。

上水道室
調べ

汚水処理人口普及率
（％）

生活排水処理が適切に行われてい
る状況を把握するため設定する。

86.2 平成27年
度末現在

90.0 平成33年
度末現在

生活排水処理アクションプログラム
の目標値を参考に設定。

環境保全
室調べ

水道事業会計の経
常収支比率
（％）

水道事業会計が健全に運営されて
いる状況を把握するため設定する。 109.07 平成27年度 110.00 平成33年度

一定の収益を確保し、施設の建設、
改良、再構築を可能とする財政基盤
を目指す。

上水道室
調べ

公共下水道事業会
計の経常収支比率
（％）

公共下水道会計が健全に運営され
ている状況を把握するため設定す
る。

103.19 平成27年度 100.00 平成33年度
整備中である公共下水道事業の状
況等を鑑み、経常損益が生じない会
計運営を目指す。

下水道室
調べ

都市計画道路の整備率
（％）

市内の道路網が確保された状況を
把握するため設定する。

５８.１ 平成27年
度末現在

７０.０ 平成33年
度末現在

５年間で総延長２．５kmの市道を改
良することを目指す。

都市計画
室調べ

市道の改良延長
（ｋｍ）

生活道路が改善された状況を把握
するため設定する。 ― ― ２.５ 平成33年

度末現在

厳しい経済状況の中でも、現状と同
等の事業規模において道路改良を
進めることを目指す。

道路整備
室調べ

橋梁の耐震化率
（％）

安全かつ適正に管理されている橋
梁の状況を把握するため設定する。 ４５.５ 平成27年

度末現在
５０.０ 平成33年

度末現在

年間１橋梁の耐震化を進め、道路交
通者の安全を確保することを目指
す。

維持修繕
室調べ

道路環境美化ボラン
ティア活動団体数
（団体）

地域に密着した安全な道路環境が
確保されている状況を把握するた
め設定する。

９
平成28年
9月末日

現在
１４ 平成33年

度末現在

積極的な啓発等を行い、毎年１団体
の増加を目指す。

維持修繕
室調べ

市内JR駅の乗車人
員（1日平均）
（人）

市民生活に必要な公共交通が確保
されている状況を把握するため設
定する。

３,４０２ 平成26年度 ３,４００ 平成33年度
減少傾向にあるＪＲの旅客乗車人員
を利用促進に取り組むことで、現状
維持を目指す。

三重県統
計書

市コミュニティ系バ
ス及び乗合タクシー
の利用者数
（人）

市民生活に必要な公共交通が確保
されている状況を把握するため設
定する。

９９,６４５ 平成27年度 １０２,０００ 平成33年度

効果的な市コミュニティ系バスの再
編と乗合タクシーの運行により、合
計で２,０００人の利用者増加を目指
す。

商工業振
興室調べ

自主防災組織結成率
（％）

地域における防災活動に取り組む
体制が整っている状況を把握する
ため設定する。

８３.８ 平成27年
度末現在

１００.０ 平成33年
度末現在

市民の防災意識の向上や結成支援
により、自主防災組織結成率１００％
を目指す。

危機管理
室調べ

木造住宅の耐震化率
（％）

地域の耐災害性が確保されている
状況を把握するため設定する。

８４.９ 平成28年
度末現在

９１.２ 平成33年
度末現在

亀山市耐震改修促進計画を参考に
目標値を設定。

危機管理
室調べ
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成果指標 設定の趣旨 現状値 目標値 目標値の設定根拠 出典

火災出動に関する平
均所要時間
（覚知から放水開始まで）
（分/秒）

火災に対する適正な消防力が確保
されている状況を把握するため設
定する。 １２′５３″ 平成27年度 １２′００″ 平成33年度

所要時間の始点を従来の「出動指
令」から「覚知」に変更するととも
に、消防施設の充実や人材育成等
により、火災出動に要する所要時間
を１２分に短縮することを目指す。

消防救急
室調べ

救急出動に関する平
均所要時間
（覚知から病院収容まで）
（分/秒）

救急に対する適正な消防力が確保
されている状況を把握するため設
定する。 ３９′５５″ 平成27年度 ３７′００″ 平成33年度

所要時間の始点を従来の「出動指
令」から「覚知」に変更するととも
に、救急救命士の養成による救急
体制の強化や医療機関等との連携
により、救急出動に要する所要時間
を３７分に短縮することを目指す。

消防救急
室調べ

交通事故死傷者数
（人）

市民が安全に暮らしている状況を把
握するため設定する。

２１１ 平成27年
２００
以下 平成33年

亀山市交通安全計画の目標値を参
考に設定。

三重の交
通統計

地球温暖化防止対
策に関するイベント
等への参加者数
（人）

市民が地球温暖化防止対策を理解
し、取り組んでいる状況を把握する
ため設定する。

１,２８８ 平成27年度 １,５００ 平成33年度

地球温暖化防止対策を推進し、５年
間で２０％の参加者数を増加させる
ことを目指す。

環境保全
室調べ

ごみの資源化率
（％）

市民が循環型社会の形成に取り組
む状況を把握するため設定する。

３７.０ 平成27年度 ４２.２ 平成33年度
亀山市一般廃棄物処理基本計画の
目標値を参考に目標を設定。

廃棄物対
策室調べ

１人１日当たりのご
み排出量
（ｇ/人・日）

市民が循環型社会の形成に取り組
む状況を把握するため設定する。 ９９５ 平成27年度 ９１９ 平成33年度

亀山市一般廃棄物処理基本計画の
目標値を参考に目標を設定。

廃棄物対
策室調べ

自然公園の利用者数
（人）

自然に親しめる環境が確保されて
いる状況を把握するため設定する。 １３,７１７ 平成27年度 ２０,０００ 平成33年度

市民の環境意識の高揚を図り、亀
山里山公園と亀山森林公園を併
せ、延べ２０,０００人に利用してもら
うことを目指す。

環境保全
室・森林林
業室調べ

環境林整備面積
（ha）

森林環境が保全されている状況を
把握するため設定する。

１,１８７ 平成27年
度末現在

１,７００ 平成33年
度末現在

過去の実績を踏まえ、年間１００ha
の森林整備を目指す。

森林林業
室調べ

東海道沿道における
文化財公開施設年
間見学者数
（人）

東海道沿道の歴史資源を活用した
まちづくりが行われている状況を把
握するため設定する。 ５４,０８２ 平成27年度 ６７,５００ 平成33年度

歴史的な風致を生かしたまちづくり
を進めることで、既存施設の入館者
数が5％増加すること、および関の
山車会館の開館および旧佐野家住
宅の公開による増加を目標に設定。

まちなみ
文化財室
調べ

伝統的建造物群保
存地区内の街道に
面した建造物の修理
修景事業の完了率
（％）

関宿のまちなみ保存が進められてい
る状況を把握するため設定する。

５６.０ 平成27年
度末現在

６０.０ 平成33年
度末現在

伝統的建造物群保存地区である関
宿の保存修理・修景の取り組みを進
めることで、事業完了率を60％とす
ることを目標に設定。

まちなみ
文化財室
調べ

国・県・市の指定等を
受ける文化財の数
（件）

歴史文化の継承が行なわれている
状況を把握するため設定する。 １３２ 平成27年

度末現在
１３５ 平成33年

度末現在

文化財の適切な保存に努めること
で、鈴鹿関を代表として国等の指定
を受ける文化財数が3件増加するこ
とを目標に設定。

まちなみ
文化財室
調べ

歴史博物館の利用
者数
（人）

歴史文化を学び、地域で活用され
ている状況を把握するため設定す
る。 １１,５６１ 平成27年度 １３,０００ 平成33年度

地域・学校と連携した歴史博物館の
活用の取り組みが展開されることに
より、歴史博物館の利用者が１５％
増加することを目標に設定。（博物
館入館者数、出前授業、移動展示、
出前トークの総数）

歴史博物
館調べ

亀山市ボランティア
センターの登録者数
（人）

地域での支え合いの環境が整って
いる状況を把握するため設定する。 ７５１ 平成27年

度末現在
９００ 平成33年

度末現在

現行の亀山市地域福祉計画の目標
値と現状値を参考に目標を設定。

地域福祉
室調べ

ふれあい・いきいき
サロン活動及び子育て
サロンの設置団体数
（団体）

地域での支え合いの環境が整って
いる状況を把握するため設定する。 ６０ 平成27年

度末現在
１１０ 平成33年

度末現在

今後、サロンの新設などを支援する
ことにより、地域での支え合い体制
を充実させていくという考え方に
沿って、目標値を設定。

地域福祉
室調べ

生活保護世帯で就
労能力・意欲のあ
る者が就労・増収と
なった世帯の割合
（％）

自立支援に向けた取り組みが行わ
れている状況を把握するため設定
する。 ５０.０ 平成27年

度末現在
５０.０
以上

平成33年
度末現在

現状の水準以上に自立支援を行う
ことを目標に設定。

地域福祉
室調べ
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成果指標 設定の趣旨 現状値 目標値 目標値の設定根拠 出典

がん検診の受診率
（肺がん）
（％）

市民の身体的な健康状態を把握す
るため設定する。 ３３.２ 平成27年度 ３５.０ 平成33年度

現状の受診率を踏まえ、ライフス
テージに応じた情報提供等を行うこ
とで、受診率を1.06倍向上させる
ことを目標に設定。

長寿健康
づくり室
調べ

がん検診の受診率
（胃がん）
（％）

市民の身体的な健康状態を把握す
るため設定する。 ２１.８ 平成27年度 ２５.０ 平成33年度

現状の受診率を踏まえ、ライフス
テージに応じた情報提供等を行うこ
とで、受診率を1.15倍向上させる
ことを目標に設定。

長寿健康
づくり室
調べ

がん検診の受診率
（大腸がん）
（％）

市民の身体的な健康状態を把握す
るため設定する。 ３２.９ 平成27年度 ３５.０ 平成33年度

現状の受診率を踏まえ、ライフス
テージに応じた情報提供等を行うこ
とで、受診率を1.07倍向上させる
ことを目標に設定。

長寿健康
づくり室
調べ

医業収支比率
（％）

医療センターの事業運営状況を把
握するため設定する。 ７７.６ 平成27年度 ９９．８ 平成33年度

今後策定予定の亀山市健康・医療
推進計画の目標値を参考に、目標を
設定。

医事管理
室調べ

救急搬送の市内医療
機関受入率
（％）

地域医療の体制が確保されている
状況を把握するため設定する。 ５０.２ 平成27年度

５０
以上 平成33年度

地域医療提供体制の構築に取り組
むことで、現状値の救急搬送の市内
医療機関での受入率を維持するこ
とを目標に設定。

消防救急
室調べ

国民健康保険被保険
者1人当たり医療費
の増加率（対前年度）
（％）

国民健康保険事業の運営状況を把
握するため設定する。 ４.1 平成27年度

４.０
以下 平成33年度

平成23年度から27年度までの医
療費の平均増加率３％に、高齢化に
よる医療費増１％を加味して、目標
値を設定。

保険年金
室調べ

在宅医療を実施する
市内医療機関数
（機関）

高齢者が安心して暮らせる環境が
整っている状況を把握するため設
定する。

９ 平成27年
度末現在

１５ 平成33年
度末現在

現状値のホームケアネット関係機
関に加えて、内科標榜医療機関の
80％が在宅医療を実施することを
目標に設定。

長寿健康
づくり室
調べ

総合事業で高齢者に
通いの場を提供する
地域の団体等の数
（団体）

高齢者が安心して暮らせる環境が
整っている状況を把握するため設
定する。 ― 平成27年度 ３０ 平成33年

度末現在

平成29年度から開始する総合事業
において、一般介護予防事業介護
予防普及啓発事業（鈴鹿亀山共通
事業）における地域での取り組み実
施団体数を目標に設定。

長寿健康
づくり室
調べ

認知症初期集中支援
チームの高齢者及びそ
の家族への支援件数
（件）

高齢者が安心して暮らせる環境が
整っている状況を把握するため設
定する。

１ 平成27年度 １２ 平成33年度

現状値を踏まえ、認知症初期集中
支援チームによる支援が1カ月当た
り1件できるよう目標を設定。

長寿健康
づくり室
調べ

就労移行支援の利
用者数
（人）

障がいのある人が支援やサービス
を受けられる環境が整っている状況
を把握するため設定する。

１８ 平成27年度 ２５ 平成33年度
現在の利用状況や今後の利用見込
みから推測して、目標値を設定。

地域福祉
室調べ

グループホームの利
用者数
（人）

障がいのある人が支援やサービス
を受けられる環境が整っている状況
を把握するため設定する。

２９ 平成27年度 ４５ 平成33年度
現在の利用状況や今後の利用見込
みから推測して、目標値を設定。

地域福祉
室調べ

市立図書館の入館
者数
（人）

生涯学習の拠点である図書館の利
用状況を見ることで、読書活動の状
況を把握するため設定する。

１０４,４７４ 平成27年度 １２０,０００ 平成33年度
５年間で１５％の利用者を増加させ
ることを目指す。 図書館調べ

生涯学習講座の受
講者数
（人）

生涯学習講座の受講者数を見るこ
とで、幅広い市民の学びの活動状
況を把握するため設定する。

２５,３２０ 平成27年度 ２７,８５０ 平成33年度
５年間で１０％の講座受講者を増加
させることを目指す。

生涯学習
室調べ

生涯学習人材バンク
を活用した講座開催数
（回）

生涯学習講座等を通じた育成され
た人材を活用し、市民の主体的な学
びの状況を把握するため設定する。

１４ 平成27年度 １７ 平成33年度
５年間で２０％の講座開催を増加さ
せることを目指す。

生涯学習
室調べ

亀山市芸術文化協
会の団体数
（団体）

市民が文化芸術に親しみを持って
いる状況を把握するため設定する。 ４７ 平成27年

度末現在
５０ 平成33年

度末現在

文化芸術活動の活性化に取り組む
ことにより、芸術文化協会に、会員
10名程度が所属する団体が3団体
新たに加盟することを目標に設定。

文化スポー
ツ室調べ

亀山市芸術文化協
会の会員数
（人）

市民が文化芸術に親しみを持って
いる状況を把握するため設定する。 ７２８ 平成27年

度末現在
７５０ 平成33年

度末現在

文化芸術活動の活性化に取り組む
ことにより、芸術文化協会に、会員
10名程度が所属する団体が3団体
新たに加盟することを目標に設定。

文化スポー
ツ室調べ
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文化会館自主文化事
業にかかる入場者数
（人）

市民が文化芸術に親しみを持って
いる状況を把握するため設定する。 １６,７４６ 平成27年度 １７,６００ 平成33年度

市民の文化芸術活動の利便性を高
めることで、文化会館の自主文化事
業の年間入場者が５％増加すること
を目標に設定。

文化スポー
ツ室調べ

市主催等の公募展
への出演・出展者数
（人）

市民が文化芸術に親しみを持って
いる状況を把握するため設定する。 ２,３４１ 平成27年度 ２,５００ 平成33年度

市民や団体が積極的に文化芸術活
動に関わる交流を進めることで、公
募展への出演・出展者数を現状より
５％増加することを目標に設定。

文化スポー
ツ室調べ

市や団体等が主催
するスポーツ教室・
大会の参加者数
（人）

市民がそれぞれの状況に応じてス
ポーツに取り組んでいる状況を把
握するため設定する。

１９,９００ 平成27年度 ２１,０００ 平成33年度

市民が積極的にスポーツ活動に関
わる機会を提供することで、教室や
大会等への参加者数を現状より5％
増加することを目標に設定。

文化スポー
ツ室調べ

市内の主な運動施
設の利用率
（％）

市民がそれぞれの状況に応じてス
ポーツに取り組んでいる状況を把
握するため設定する。 ７２.０ 平成27年度 ７８.０ 平成33年度

市民が快適にスポーツに取り組める
よう、施設の利便性の向上を図るこ
とで、主な運動施設の利用率を現状
より毎年度1％増加させることを目
標に設定。

文化スポー
ツ室調べ

スポーツ関連団体の
構成者数
（人）

市民がそれぞれの状況に応じてス
ポーツに取り組んでいる状況を把
握するため設定する。

４,７５４ 平成27年
度末現在

５,０００ 平成33年
度末現在

スポーツに関する情報提供や指導
者の育成等により、スポーツ関連団
体の構成者数を現状より5％増加す
ることを目標に設定。

文化スポー
ツ室調べ

企業立地・事業拡張
件数
（件）

製造業を中心に企業活動の状況を
把握するため設定する。 ― ― １０ 平成33年

度末現在

産業基盤が整備される背景や奨励
制度の活用により、年間２件の企業
立地又は事業拡張を目指す。

商工業振
興室調べ

製造品出荷額等の額
（億円）

製造業を中心に企業活動の状況を
把握するため設定する。 10,４９５ 平成26年 １１,２００ 平成33年

国のＧＤＰ成長率の予測値を参考に
して、目標値を設定。

工業統計
調査

製造業の従業者数
（人）

製造業を中心に企業活動の状況を
把握するため設定する。 ９,７０１ 平成26年 １０,２００ 平成33年

製造業の平均事業者数を参考に、５
年間で５００人の従業員数の増加を
目指す。

工業統計
調査

都市拠点における空
き店舗活用件数
（件）

地域に根ざした商業の取り組み状
況を把握するため設定する。 ― ― ５ 平成33年

度末現在

空き店舗の活用を促進することによ
り、年間１店舗の出店を目指す。

商工業振
興室調べ

カメヤマ創業アシス
トのサポートを受け
た創業件数
（件）

新たな事業者が地域に根ざした事
業活動に取り組む状況を把握する
ため設定する。

― ― ３０ 平成33年
度末現在

関係機関と連携した創業支援によ
り、年間６件の創業を目指す。 商工業振

興室調べ

新規認定農業者及
び認定新規就農者
の数
（人）

地域農業の維持・発展が図られてい
る状況を把握するため設定する。 ― ― １０ 平成33年

度末現在

地域農業の担い手の育成・確保を図
ることにより、新規認定農業者や認
定新規就農者を年間２名確保する
ことを目指す。

農政室調べ

６次産業化や農商連
携に取り組む認定農
業者数
（人）

農産物の付加価値を高める取り組
み状況を把握するため設定する。

１０ 平成27年
度末現在

１５ 平成33年
度末現在

農畜産物の付加価値向上への取り
組みを支援することにより、６次産
業化や農商連携に取り組む認定農
業者が年間１名増加することを目指
す。

農政室調べ

利用間伐施業面積
（ha）

林業事業体の事業活動の状況を把
握するため設定する。 ― ― ３００ 平成33年

度末現在

過去の実績を踏まえ、林業事業体が
年間６０haの森林整備を行うことを
目指す。

森林林業
室調べ

主要観光施設入込
客数
（人）

来訪者が本市の魅力に共感し、交流
している状況を把握するため設定
する。

３０６,６５０ 平成27年度 ３６８，０００ 平成33年度
効果的な情報発信や観光地の魅力
の向上を図り、２０％の入込客数の
増加を目指す。

観光振興
室調べ

関宿内の観光関連
店舗数
（店舗）

観光地の商業機能が充実している
状況を把握するため設定する。 ２２

平成28年
9月末日

現在
２６ 平成33年

度末現在

関宿における出店を促進し、５年間
で４店舗の増加を目指す。

観光振興
室調べ

まちづくり観光に関
わる団体数
（団体）

地域の魅力を生かした交流が行わ
れている状況を把握するため設定
する。

８９
平成28年
9月末日

現在
９４ 平成33年

度末現在

まちづくり観光の人材育成や活動
支援により、まちづくり観光に関わ
る団体が５団体増加することを目指
す。

観光振興
室調べ
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リニア中央新幹線
亀山駅整備基金残高
（万円）

リニア中央新幹線の市内駅整備に
向けた備えが行われている状況を
把握するため設定する。

１５５,０９０ 平成27年
度末現在

２０0,000 平成33年
度末現在

計画的な積み立てを行い、基金残
高を２０億円まで増加させることを
目指す。

企画政策
室調べ

コミュニティ・スクー
ル実施校数
（校）

学校と地域が連携し、良好な教育環
境が整えられている状況を把握する
ため設定する。

３
平成28年
4月1日

現在
８ 平成33年

度末現在

毎年度１校ずつコミュニティ・スクー
ルの認定を行うことを目指す。

教育研究
室調べ

普通教室への空調
機設置率（小学校）
（％）

学校生活を送る校舎の環境が良好
に保たれている状況を把握するた
め設定する。

３６.２
平成28年
9月1日

現在
１００ 平成33年

度末現在

前期基本計画期間内において、計
画的に全学校の普通教室に空調機
を完備することを目指す。

教育総務
室調べ

普通教室への空調
機設置率（中学校）
（％）

学校生活を送る校舎の環境が良好
に保たれている状況を把握するた
め設定する。

５０.０
平成28年
9月1日

現在
１００ 平成33年

度末現在

前期基本計画期間内において、計
画的に全学校の普通教室に空調機
を完備することを目指す。

教育総務
室調べ

保育室への空調機
設置率（幼稚園）
（％）

幼稚園生活を送る園舎の環境が良
好に保たれている状況を把握する
ため設定する。

２５.０
平成28年
9月1日

現在
１００ 平成33年

度末現在

前期基本計画期間内において、計
画的に全幼稚園の保育室に空調機
を完備することを目指す。

教育総務
室調べ

学校評価アンケート
における授業理解度
（小学校）
（％）

子どもの学習における自己肯定感
を把握するため設定する。 ８８ 平成27年度 ９２ 平成33年度

授業における指導改善などを行うこ
とで、児童・生徒の授業理解度を高
めることを目指す。

学 校 ア ン
ケート調査

学校評価アンケート
における授業理解度
（中学校）
（％）

子どもの学習における自己肯定感
を把握するため設定する。 ８３ 平成27年度 ８５ 平成33年度

授業における指導改善などを行うこ
とで、児童・生徒の授業理解度を高
めることを目指す。

学 校 ア ン
ケート調査

学校評価アンケート
における学校満足度
（小学校）
（％）

子どもの学校生活における自己肯
定感を把握するため設定する。 ９１ 平成27年度 ９２ 平成33年度

学校生活環境の改善を図ることで、
児童・生徒の授業理解度を高めるこ
とを目指す。

学 校 ア ン
ケート調査

学校評価アンケート
における学校満足度
（中学校）
（％）

子どもの学校生活における自己肯
定感を把握するため設定する。 ９１ 平成27年度 ９２ 平成33年度

学校生活環境の改善を図ることで、
児童・生徒の授業理解度を高めるこ
とを目指す。

学 校 ア ン
ケート調査

出生数
（人）

市民が安心して出産の希望を叶え
ている状況を把握するため設定す
る。

４５５ 平成27年度 ４６５ 平成33年度
若い世代の転入促進や子育て支援
を行うことで、市民の出産数の増加
を目指す。

戸籍市民
室調べ

子育て支援センター
利用者数
（人）

子育て支援センターを利用すること
で、子育てに関する人とのつながり
を持っている状況を把握するため
設定する。

３４,９３２ 平成27年度 ３７,０００ 平成33年度

毎年度１％の利用者数の増加を目
指す。 子ども家

庭室調べ

低年齢児(３歳未満児)
の待機児童数
（人）

需要が増加傾向にある低年齢児の
保育環境の状況を把握するため設
定する。

６
平成28年
4月1日

現在
０

平成33年
4月1日

現在

保育サービスの環境を整えること
で、低年齢児においても待機児童を
発生させないことを目指す。

子ども家
庭室調べ

地域まちづくり計画
に基づき事業を展開
する地域まちづくり
協議会の数
（協議会）

各地域の住民が地域まちづくり活動
に取り組む状況を把握するため設
定する。 ３ 平成27年

度末現在
２２ 平成33年

度末現在

地域まちづくり活動に対する総合的
な支援により、市内すべての地域ま
ちづくり協議会において地域まちづ
くり計画が策定され、その計画に基
づいた事業が実施されることを目標
に設定。

地域づく
り支援室
調べ

地域活動拠点施設
の利用者数
（人）

各地域の住民が地域まちづくり活動
に取り組む状況を把握するため設
定する。

１４２,２１３ 平成27年度 １５０,０００ 平成33年度
地域まちづくり活動が活性化され、
地域活動拠点施設の利用者数が
５％増加することを目標に設定。

地域づく
り支援室
調べ

ホームページにより
情報発信している地
域まちづくり協議会
の数
（協議会）

各地域の住民が地域まちづくり活動
に取り組む状況を把握するため設
定する。 ８ 平成27年

度末現在
２２ 平成33年

度末現在

地域まちづくり活動に対する総合的
な支援により、市内すべての地域ま
ちづくり協議会においてホームペー
ジによる情報発信が実施されること
を目標に設定。

地域づく
り支援室
調べ

かめやま若者未来会
議の登録者数
（累計）
（人）

多様な主体がまちづくりに参画して
いる状況を把握するため設定する。 ３５

平成28年
9月末日

現在
６０ 平成33年

度末現在

若者世代の積極的なまちづくりへの
参画を促すことにより、かめやま若
者未来会議に毎年5名の新規登録
者が増加することを目標に設定。

企画政策
室調べ
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市ホームページの
トップページアクセ
ス数
（件）

市民参画に向けて、情報通信手段
を活用して市民が情報を取得して
いる状況を把握するため設定する。

５８８,１７７ 平成27年度 ６２０,０００ 平成33年度

ホームページのトップ画面で市民に
分かりやすい情報提供を行うこと
で、現状よりも５％のアクセス数の
増加を目標に設定。

広報秘書
室調べ

協働事業提案制度
の実施件数（累計）
（件）

協働によるまちづくりの取り組み状
況を把握するため設定する。 ２２ 平成28年度 ２７ 平成33年度

近年の協働事業の実績を踏まえ、新
たに協働事業で実施される件数が
毎年1件は確保されることを目標に
設定。

共生社会
推進室
調べ

移住相談後の移住
件数
（件）

移住交流の状況を把握するため設
定する。 ０

平成28年
9月末日

現在
３０ 平成33年

度末現在

様々な機会を捉えて移住交流を促
進することにより、5年間で30件の
移住を目標に設定。

企画政策
室調べ

人権啓発イベント参
画団体数
（団体）

人権に関する市民意識の高まりを
把握するため設定する。 ２１ 平成28年度 ２４ 平成33年度

人権啓発を行うことで、人権啓発を
目的としたイベントの実行委員会等
構成団体数（実行委員数）が3団体
増加することを目標に設定。

共生社会
推進室
調べ

審議会等における女
性の登用率
（％）

男女共同参画の意識の浸透と実現
が図られている状況を把握するた
め設定する。

３６.１
平成28年
4月1日

現在
４０.０ 平成33年

度末現在

現状値および男女共同参画基本計
画の目標値を踏まえて、現行計画の
目標値である40％を目標に設定。

共生社会
推進室
調べ

ワーク・ライフ・バラ
ンスに積極的な取り
組みを行う事業所数
（累計）
（社）

男女共同参画の意識の浸透と実現
が図られている状況を把握するた
め設定する。 ― 平成28年度 ６ 平成33年度

市内事業所等への働きかけを行う
ことで、「三重県男女がいきいきと
輝いている企業」認証を取得する
事業所が5年間で6社に増加するこ
とを目標に設定。

共生社会
推進室
調べ

日本語教室の年間
延べ受講者数
（人）

外国人住民の地域での暮らしに対
する関心度を把握するため設定す
る。

６４８ 平成27年度 ７００ 平成33年度
近年の教室の受講者数を踏まえて、
受講者数が１０％増加することを目
標に設定。

共生社会
推進室
調べ

人事評価制度におけ
る実績評価の評価
点合計
（管理職平均）
（点）

人事評価制度において、施策や事
業の実施成果を評価する実績評価
の評価点をみることで、行政マネジ
メントの状況を把握するため、設定
する。組織的な状況を見る観点か
ら、全職員ではなく、管理職のみを
対象とする。

８１.２３ 平成27年度 ８５ 平成33年度

毎年度１％程度の向上を図ることを
目指し、設定。

人事情報
室調べ

一人当たり有給休暇
取得日数
（日）

職員の有給休暇取得日数を見るこ
とで、職員のワーク・ライフ・バラン
スの状況の一側面を把握する観点
から設定する。

８.６ 平成27年度 １０ 平成33年度

毎年度３％程度の向上を図ることを
目指し、設定。 人事情報

室調べ

ストレスチェック制度
における市役所全体
の総合した健康リスク
（点）

新たに制度化された職員のストレス
の状況を把握することで、職員のメ
ンタル面の健康状況を把握する観
点から設定する。

９１ 平成28年度
９０
以下 平成33年度

現在のストレスリスクの高くない状
況を維持することを目指す。１００点
以上がストレスリスクの高い職場の
基準。

人事情報
室調べ

施設の統廃合を決定し
た公共施設数（累計）
（施設）

公共施設が効率的な管理に向け
て、施設の統廃合が進んでいる状
況を把握するため設定する。

― ― ３ 平成33年
度末現在

今後十分な検討を行いながら施設
の統廃合を進め、５年間で３施設の
統廃合の決定を行うことを目指す。

契約管財
室調べ

オープンデータの公
開データセット件数
（件）

市の保有するデータを有効に活用
できる状況を把握するため設定す
る。

０
平成28年
4月1日

現在
２０

平成33年
4月1日

現在

オープンデータに積極的な取り組み
を進める福井県鯖江市の公開状況
を目指す。

人事情報
室調べ

市税収納率（現年度）
（％）

市の歳入の根幹である市税の収納
状況を見ることで、財源確保の状況
を把握するため設定する。

９８.９１ 平成27年度
９９.０
以上 平成33年度

納税環境の充実とともに徴収体制
の強化を図り、引き続き、収納率の
向上を目指す。

納税室
調べ

経常収支比率
（％）

毎年度の財政運営の健全性をみる
ため設定する。 ８６.９ 平成27年度

８５
以下 平成33年度

今後、不透明な経済情勢が続く中に
あっても、当該年度の財政運営の健
全性を維持させることを目指す。

地方財政
状況調査

将来負担比率
（％）

長期的視点から、市の実質的な負債
の負担状況を把握するため設定す
る。

― 平成27年度
指数無しを
維持 平成33年度

今後、不透明な経済情勢が続く中に
あっても、長期的な視点での財政運
営の健全性を維持させることを目指
す。

財政行革
室調べ

資金不足比率が発生
した会計数
（会計）

市の各会計の経営状況が、健全に
行われている状況を把握するため
設定する。

０ 平成27年度 ０ 平成33年度

今後、不透明な経済情勢が続く中に
あっても、各会計の健全性を維持さ
せることを目指す。

財政行革
室調べ
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